
平成２８年度 第２回理事会

日 時 平成２８年５月２０日（金） １６：００～１７：００

場 所 特別会議室（つくば市）

報告事項

１ 森林法等成立について

２ 科学技術大臣会合について

３ 研究成果について

４ 「監査計画書」について

５ 平成２８年度整備局長及び水源林整備事務所長合同会議の開催について

６ 平成２８年度熊本地震の被害に伴う森林保険業務の対応について

７ その他



理 事 会 資 料

平成 28年５月 20日

森林法等の一部を改正する法律案の可決、成立について

森林法等の一部を改正する法律案については、 ３月８日に閣議決定され国会に提

出されておりましたが、４月２８日に衆議院を通過し、５月１３日の参議院本会議で

可決、成立しましたので、お知らせします。

なお、附帯決議が付されておりますので、これを添付します。

（資料）

１ 森林法等の一部を改正する法律案（内閣提出第５０号）概要（別添資料１）

２ 森林法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議

（１）衆議院（別添資料２）

（２）参議院（別添資料３）
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資料１

- 2 -



資料２

■

衆議院附帯決議
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資料３

■

参議院附帯決議
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Ｇ７伊勢志摩サミットおよび茨城つくば科学技術大臣会合への

出展等について 

１．Ｇ７茨城・つくば科学技術大臣会合開催記念シンポジウム～科学技術の未来を語る 

主催：内閣府，茨城県，つくば市，Ｇ７茨城・つくば科学技術大臣会合推進協議会 

平成２８年５月１５日（日） １３：３０ つくば国際会議場 大ホール 

出席：田中理事、平田研究ディレクター 

２．歓迎レセプション 

５月１５日 18:00～ 出席：理事長 

３．科学技術に関するブースの出展 

つくば国際会議場  

平成２８年５月１５日～２１日 

展示内容 

１）宇宙から熱帯林を観測する 

アマゾンの森林炭素の観測、航空機 LiDARを使った森林劣化の監視 

 平田ディレクター、梶本領域長 

２）地上に存在する最大量の芳香族化合物であるリグニンを原料とする世界初の

リグニン産業の創出に向けて 

木口ディレクター、山田室長 

３）地域材からのセルロースナノファイバー製造技術の開発 

木口ディレクター、林拠点長 

1) アマゾン関係 2) ナノセルロースファイバー関係
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3) 橋本茨城県知事（右端）と市原つくば市長（左端）展示ブースへの立ち寄り、山田室長説明 

 

 

４．外務省からの要請に基づく伊勢志摩サミットへの出展 

平成 28 年 5 月 24 日～6 月 3 日 

サンアリーナ国際メディアセンターアネックス 

三重県伊勢市朝熊町 

 

展示内容の一部 

  

                          

 

提案の展示イメージ 
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世界が見た、
茨城・つくばの
最先端科学技術を
体験しよう！

G7 茨城・つくば科学技術大臣会合 特別展

狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続く、
新たな経済・社会 (Society5.0) へ向けた最先端研究に迫る特別展

つくば国際会議場 １F多目的ホール

一般公開

5.18（水）ー （土）5.21 10:00-17:00
（最終日 21 日 ( 土 ) 16:00終了）

2016.

入場
無料

G7 茨城・つくば科学技術大臣会合推進協議会事務局
〒310-8555 茨城県水戸市笠原町 978-6　Tel / 029-301-2858
E-Mail / g7stm@pref.ibaraki.lg.jp問合せ 検索

201

主催：内閣府／茨城県／つくば市／G7茨城・つくば科学技術大臣会合推進協議会

来場された方に

をプレゼントします

各日先着 77名様

特製マスキングテープ
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G7 茨城・つくば科学技術大臣会合 特別展
G7 茨城・つくば科学技術大臣会合に出席する大臣や政府関係者に向けて開催した展示の一部を、「G7茨城・

つくば科学技術大臣会合　特別展」として大臣会合終了後に一般公開します！！

　狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続く、新しい社会「Society5.0」。
　必要なもの・こと（サービス）を、『必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供』でき、社
会の様々なニーズにきめ細やかに、かつ効率的に対応できる社会「Society5.0」をテーマに、日々
研究されているつくばの科学技術の最先端研究を集めました。
　５つのサブテーマ「宇宙・海洋」「災害に対するレジリエンス」「オープンサイエンス」「グ
ローバルヘルス」「農業、気候、土木等」ごとに集められた日本の最先端科学技術がご覧いた
だけます。

「宇宙・海洋」ゾーン

温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）模型／
しんかい 6500 ／深海用プロファイルリングフロート
「Deep NINJA」　等

「災害に対するレジリエンス」    
 ゾーン

小型移動検査ロボットDIR-3 ／ IrucaTact　等

「オープンサイエンス」
 ゾーン

ジェットエンジン用超合金タービンブレード　等

SPACE / OCEAN

RESIRLIENCE TO AN ACCIDENT

OPEN SCIENCE

AGRICULTURE / THE CLIMATE / ENGINEERING WORKS

GLOBAL HEALTH

「グローバルヘルス」ゾーン

ロボットスーツＨＡＬ／身体性変換スーツ「CHILDHOOD」
／自動走行車いす　等

「農業／気候／土木等」
 ゾーン

光るシルクで作った帯／低炭素型のコンクリート／リグニ
ンを用いた自動車用部材　等

そのほか

つくば国際戦略総合特区 プロジェクト紹介

大臣会合推進協議会に対する協賛企業・団体の取組紹介  等

Sosiety

5.0

G7 茨城・つくば科学技術大臣会合とは
　2016 年 ( 平成 28 年 )5 月 26 日 ( 木 ) ～ 27 日 ( 金 ) に伊勢志摩サミットが三重県志摩市で開催されます。2008 年 ( 平成 10 年 ) の北海道洞爺湖サ
ミット以来 8年ぶりとなる、日本が議長国となる主要国首脳会議です。
　この首脳会議に関連して、国内 10 都市で関係閣僚会合が開催されます。その中の１つ、科学技術大臣会合が茨城県つくば市で開催されることと
なりました。サミットという世界最高峰の国際会議に併せて開催される、極めて注目度の高い国際会議であり、世界各国の要人のほか、関係者・メディ
ア等多くの方が本県を訪れることが見込まれています。

一般公開日時　　2016 年 5月 18 日 ( 水 ) ～ 21 日（土）10：00－17：00
（最終日 21 日 ( 土 ) 16:00 終了）

会　　　　場　　つくば国際会議場　1F 多目的ホール

展示テーマ

※都合により、展示内容を変更する場合がございます。何卒ご了承ください。
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森林総合研究所　平成 26 年版　研究成果選集

36

ブラジル・アマゾンの森林炭素を測る

植物生態研究領域　　梶本 卓也、  　　　　　　　 　北海道支所　飯田 滋生
　　　　　　　　　　野口 英之（現アジア航測）、 　関西支所　　諏訪 錬平
　　　　　　　　　　大橋 伸太　　　　　　　　 　東北支所　　八木橋 勉
森林植生研究領域　　佐藤　 保　 　　　　　　　 　四国支所　　大谷 達也
研究コーディネータ　石塚 森吉（現国際緑化推進センター）
東京大学生産技術研究所　　　　　　沢田 治雄、澤田 義人、神藤 恵司
リモート・センシング技術センター　遠藤 貴宏

減少するアマゾン熱帯林
アマゾンの森林は、1960 年代以降急速に減少し、最

近でも毎年 5,000km2 程度消失し続けています。途上国
の森林減少・劣化による CO2 排出の削減策（REDD）を
進めて、森林破壊に歯止めをかけるためには、森林の炭
素蓄積量を正確に把握する必要があります。しかし、広
大なアマゾンでは、奥地も含めて多点で現地調査を行い、
そうした実測データを踏まえて森林の炭素量を広域で評
価した研究例はまったくありませんでした。

空白域を埋める地上調査
この研究プロジェクトでは、まず、できるだけ多くの

森林で樹木の種類や直径、樹高などを測定するインベン
トリー（資源台帳）調査を行いました。その結果、従来
ほとんど調査されてなかったアマゾナス州内の８地域で、
合計 1,200 点を超えるプロットのデータが収集できまし
た（図１）。

また、約 100 本の樹木を伐倒して幹や枝・葉、さらに
地下部（根）も加えた樹木バイオマス（乾燥重量）を、
直径や樹高から計算できる推定式を作成しました。各プ
ロットのバイオマス（炭素量はこの約 50％）の推定結果
からは、例えば、ネグロ川流域ではアマゾン川本流域に
比べて平均のバイオマスがやや小さいなど、地域によっ
て森林の構造が違うことが明らかになりました（図２）。

リモートセンシング技術で広域評価
地上調査の結果を、広域での森林炭素量の評価につな

げるには、衛星データ情報の活用が欠かせません。そこで、
高頻度観測衛星データ（MODIS）の雲なし時系列データ
セットを整備したり、衛星レーザー計測（LiDAR）も組み
合わせた MODIS の画素単位で炭素量推定の誤差（不確
実性）を見積もる手法などを開発して、ブラジル・アマ
ゾン全域を網羅した森林の炭素蓄積量分布図を作成しま
した（図 3）。これまでに報告された類似のマップに比べ
ると、多数の現地調査結果が反映されている分、とくに
アマゾナス州については格段に推定精度が向上しました。

森林破壊の歯止めに貢献
研究の成果は、日本やブラジル両国で開催した公開講

演会や多数のセミナーを通じて一般向けに発信しました。
また、広域森林炭素分布図は、今後ブラジルの森林減少
や劣化防止のキャンペーンなどに活用される予定です。

本研究は、科学技術振興機構（JST）と国際協力機構
（JICA）が実施する地球規模課題対応国際科学技術協力事

業プロジェクト「アマゾンの森林における炭素動態の広
域評価（略称 CADAF）」の成果で、ブラジル国立環境研
究所 (INPA)、宇宙研究所（INPE）との共同研究で行われ
ました。

要　旨

　ブラジル・アマゾンで進む森林減少や劣化に歯止めをかけるためには、森林の炭素蓄積量
とその動態を、広域でしかも正確に把握する手法が求められています。しかし、広大なアマ
ゾンでは、奥地も含めて森林の構造やバイオマスを調査した例はまだ限られています。この
研究では、合計 1,200 点を超えるプロットを設置して現地調査を行い、また約 100 本の伐倒

・伐根調査から樹木のバイオマスを計算する式を作成しました。その結果、流域によって平
均的な森林炭素量が違うことを明らかにしました。さらに、衛星データを用いた評価手法を
開発して、アマゾン全域の森林炭素量分布マップを、従来にない高い精度で作成することに
成功しました。
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図１　（左）アマゾナス州のインベントリー調査を行った８つの地域。各地域で 100 点以上の
プロットが設置された。（右）ネグロ川上流の調査地 (SG) の伐倒データで得られた地上部と地
下部（根）重のアロメトリー関係（黒丸）。白丸はマナウス近郊の既存データ。

図３　アマゾン全域の森林地上部
炭素量の推定分布図
　東部の森林は、潜在的な炭素
蓄積量は大きいが（河口周辺の濃
い緑）、川沿いに開発が進み森林
面積は減少している。一方、中央
から西部には、バイオマスはやや
少ないが、手つかずの熱帯林が残
されている様子がわかる。

図２　（左）8 地域の全調査プロットにおける平均胸高直径（DBH）と地上部バイオマスの関係。
（右）各地域の平均地上部バイオマスの比較。アマゾン本流 *（ソリモンエス川流域）の森林の

方が、支流のネグロ川流域よりも炭素蓄積量がやや大きい傾向がみられた。
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SIP リグニンについて 

リグニンは植物系バイオマスの約 20～35％を占める細胞壁の主成分の一つです。私達は、リグニンを有効利用する技術

を開発する事で、新たな産業創出と地方創生への貢献を考えています。さて、国内で最大量の未利用バイオマスは、農

山村地域で年間約 2000万m3発生する林地残材といわれています。林地残材においても、その約 30％はリグニンですが、

その利活用はなされていません。そこで私達は、林地残材の収集からリグニンの製造、加工、機能化、最終製品化、副産

物利用を含め、農山村のバイオマスを原料とした一連の技術を総合的に開発することで、地域に高収益をもたらす「リグ

ニン産業」という新たなビジネス基盤の確立を目標とした取り組みを開始しました。この取り組みは、内閣府の戦略的イノ

ベーション創造プログラム（ＳＩＰ）「次世代農林水産業創造技術」の中で「地域のリグニン資源が先導するバイオマス利用

システムの技術革新」と題して研究課題化されました。私達はそれを担当するため、産学官２２機関（研究法人：５、大学：

９、民間企業：８）による研究コンソーシアム「地域リグニン資源システム共同研究機関（ＳＩＰリグニン）」を結成しました。ＳＩ

Ｐリグニンのコンセプトは、その担当課題名「地域のリグニン資源が先導するバイオマス利用システムの技術革新」に集約

されています。地域のリグニン資源こそがバイオマス利用システムを先導するとの意気込みの元、研究開発を行っていま

す。 

 

 

研究課題名 

地域のリグニン資源が先導するバイオマス利用システムの技術革新 

コンソーシアム名 

地域リグニン資源システム共同研究機関（ＳＩＰリグニン） 

研究代表者氏名及び所属 

山田竜彦（国立研究開発法人 森林総合研究所） 

研究実施期間 

平成２６年度～３０年度（５年間） 

研究の趣旨・概要 

リグニンは植物系バイオマスの約 20～35％を占める細胞壁の主成分の一つで、農山村地域で年間

約 2000万 m3発生する林地残材においても、その約 30％はリグニンであるが、その利活用は全

くなされていない。そこで当課題では、林地残材の収集から機能性を付与した改質リグニンの製

造、加工、機能化、最終製品化、副産物利用を含め、農山村のバイオマスを原料とした一連の技

術を総合的に開発することで、地域に高収益をもたらす「リグニン産業」という新たなビジネス

基盤を確立する。ここでは、改質リグニンを効率的に製造する技術の確立と、地域の粘土等の無

機材料との組み合せによるハイブリッド材料の開発と共に、新たな分解手法による基盤化合物群

の創製と、それを基にしたエンジニアリング材料の開発を行う。また、副産する多糖類の利用法

開発を行うと共に、開発した技術を元にした新産業の地域への効果を評価して、技術の社会実装

を現実的なものとする。 
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 (1)林地残材からの改質リグニンの製造と安定供給技術の開発 

森林総合研究所、名古屋大学、筑波大学、秋田県立大学、ハリマ化成（株）、（株）諸岡、(株)ドー

コン、京都大学、トクラス（株）、ユニチカ（株） 

(2)リグニン―粘土ハイブリッドマテリアルの開発 

産業技術総合研究所、東京工科大学、静岡理工科大学、クニミネ工業（株）、ジャパンマテックス

（株）、（株）宮城化成、住友精化（株） 

(3)高効率リグニン分解・基盤化合物製造とエンジニアリングポリマーの開発 

理化学研究所、森林総合研究所、東京農工大学、京都府立大学、京都大学、三菱化学（株） 

(4)副産多糖類の高度利用技術の開発 

国際農林水産業研究センター、農業・食品産業技術総合研究機構食品総合研究所、京都工芸繊維

大学、(株)武蔵野化学研究所 

期待される成果、効果 

林地残材の収集から改質リグニン製造、加工、機能化、最終製品化、副産物利用を含め、農山村

のバイオマスを原料とした一連の高度リグニン利用技術を開発することで、農山村バイオマスの

価値に高いリグニンの価値が付加されて、地域に高収益をもたらす新規ビジネス基盤が確立され

る。 

 

- 15 -

http://lignin.ffpri.affrc.go.jp/content/images/overview.jpg


森林総合研究所　平成 27 年版　研究成果選集
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環境にやさしいセルロースナノファイバー製造技術
－叩き潰さずにほぐします－

きのこ・微生物研究領域  林 　徳子、下川 知子、渋谷 　源、野尻 昌信
バイオマス化学研究領域  真柄 謙吾、池田 　努、戸川 英二、久保 智史

要　旨

　植物細胞の骨格は、太さ 4 ナノメートルという細いセルロース繊維が束になったものでで
きています。セルロース繊維はこれまでも紙などに利用されていましたが、繊維の幅をナノ
オーダーまで細くすると、表面積の増加、透明性など従来のセルロースでは得られない新し
い性質が生まれることが分かってきました。私たちは、この極細の繊維（セルロースナノフ
ァイバー：CNF）をつくるために酵素処理と機械処理とを併用する方法を開発しました。こ
の方法では、50℃くらいの温和な条件でナノファイバーを生産することができます。タケを
原料にこの方法で CNF を作ると、ゲル化しやすい、カーボンナノファイバーと混ざりやすい
といった、これまでの CNF にはない性質が現れることが分かってきました。

セルロースナノファイバーとは
　セルロースは、ヘミセルロース、リグニンと並んで植
物がつくり出す主要な細胞壁成分の一つです。植物の細
胞壁では、まっすぐなセルロース分子の鎖が規則的に並
んで互いに結びついた「ミクロフィブリル」と呼ばれる
約 3 ～ 4 ナノメートル幅の極細の繊維を構成し、それが
束となって細胞壁の骨格を構成しています（図 1）。植物
細胞壁を鉄筋コンクリートに例えると、ミクロフィブリ
ルは鉄筋に相当し、極細の繊維でありながら、鋼鉄に匹
敵する強さを持つといわれています。セルロースナノフ
ァイバー（以後、CNF）とは、ミクロフィブリルを 1 本
から十数本の束になるようにほぐした繊維です。
　しかし、セルロースは固まりやすい性質を持っており、
木材からリグニンを取り除いてセルロースを取り出した
り、乾燥したりすることによって、ミクロフィブリル同
士が複雑に絡み合って固まります。この固まりをほぐす
ためには、大きなエネルギーが必要で、現在は、ノズル
からの高圧噴射など特殊で強力な機械を用いた物理的な
破砕処理や、酸化触媒を用いた化学的処理によってほぐ
しています。

セルラーゼをセルロースのナノ化に使う
　セルラーゼは、セルロースを分解する加水分解酵素の
総称です。複雑な構造のセルロースを単糖類のグルコー
スにまで分解するためには様々の作用が必要で、それぞ
れの作用をつかさどる様々な種類のセルラーゼがありま

す。そこで、これらの酵素の中からミクロフィブリル間
に作用し、ほぐす性質の強い酵素を選択することで CNF
を生産しやすくしました。セルラーゼを用いた反応は、
50℃程度の温和な条件下で反応を行うことができ、特別
な薬品などを使わないため、環境への負荷が低い方法で
す。

機械処理と酵素処理を同時に行う
　通常の粉砕機処理では、セルロースが叩き潰されるだけ
でほぐれません。しかし、処理時に水を入れ、セルラーゼ
を投入することで、通常の粉砕機でもセルロースを微細
な CNF にまでほぐすことができます（図 2）。こうして
つくられた CNF は、枝分かれが少なく棒状です。
　また、広葉樹のパルプや竹を原料として、本技術で調
製した CNF には、ヘミセルロースが約 2 割含まれてい
ます。特に、竹の CNF はわずか 1％以下の低濃度でもゼ
リー状になります（ゲル化、図 3c）が、これはヘミセル
ロースがあるためと考えられます。また、タケ CNF には
ヘミセルロースが残っていることでカーボンナノチュー
ブと良く混ざり合うことも分かってきました。このよう
な性質を活かした新しい素材としての利用開発が期待で
きます。

　本研究は、森林総合研究所交付金プロジェクト「バイ
オリファイナリーによる竹資源活用に向けた技術開発」

（平成 24 ～ 26 年度）等による成果です。
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平成28年度 監事監査計画書

１．監査方針 中長期目標に基づき実施される業務及びこれらの実施に係る内部統制等の実施

状況等について監査を実施する

２．監査項目 １ 関係諸法令、これに基づいて定められた諸規程等の実施状況

２ 中長期目標その他重要施策の取組状況

３ 森林総合研究所法第11条及び附則第6条から第12条に規定する業務の運営

状況

４ 組織及び人員管理の状況

５ 予算、事業計画及び資金計画の執行状況

６ 現金等の出納及び保管の状況

７ 資産の取得、管理及び処分の状況

８ 財務諸表、決算報告書及び事業報告書に関する事項

９ 契約の締結及び執行の状況

10 内部統制システムの整備及びその運用状況

11 独立行政法人改革等に関する基本的な方針等過去の閣議決定で定められた

監査事項

12 その他監査の目的を達成するために必要な事項

３．監査区分 業務監査及び会計監査

４．監査方法 書面監査及び実地監査

５．監査対象事務所等 １ 研究開発部門

及び実施時期 対象事務所等 実施時期

本所（業務監査） Ｈ２８年７月～Ｈ２９年３月

本所（会計監査） Ｈ２９年６月

林木育種センター Ｈ２８年７月～Ｈ２８年１２月

森林バイオ研究センター 〃

東北支所 Ｈ２８年７月～Ｈ２８年１２月

東北育種場 〃

四国支所 Ｈ２８年７月～Ｈ２８年１２月

２ 森林保険部門

対象事務所等 実施時期

森林保険センター（業務監査） Ｈ２９年１月～３月

森林保険センター（会計監査） Ｈ２９年６月

損害塡補地等 Ｈ２８年８月～１０月
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３ 森林業務部門

対象事務所等 実施時期

本部（業務監査） Ｈ２９年１月～３月

本部（会計監査） Ｈ２９年６月

関東整備局 Ｈ２８年７月～９月

新潟水源林整備事務所 〃

近畿北陸整備局 Ｈ２８年９月～１１月

福井水源林整備事務所 〃

九州整備局 Ｈ２８年１０月～１２月

宮崎水源林整備事務所 〃

６．その他必要な事項
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平成２８年５月２０日

「平成２８年度整備局長及び水源林整備事務所長合同会議」の開催について

１．概要

森林整備センターは、平成２８年５月１２～１３日に、平成２８年度整備局長及

び水源林整備事務所長合同会議を開催した。

本会議においては、所長から訓示を行うとともに、本部より森林総合研究所法等

の一部改正等について説明を行った。

また、各整備局長から重点取組事項の報告を受け、本部幹部と整備局長及び水源

林整備事務所長との意見交換を行った。

２．開催日時及び場所

日時：平成２８年５月１２日（木）～１３日（金）

場所：森林整備センター大会議室

３．議題

(1) 所長訓示

(2) 整備局長からの平成２８年度重点取組事項の報告（別添）

(3) 本部からの説明

・森林総合研究所法等の一部改正について

・各部室の所管事項説明

(4) コンプライアンス外部研修

(5) 個別打合せ

４．出席者

森林整備センター 本部：奥田所長、三木理事（法令遵守）、鈴木監事 ほか

各整備局長、各水源林整備事務所長

- 21 -

5



- 22 -



0

5,000

10,000

15,000

20,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

ha

- 23 -



- 24 -



0

5,000

10,000

15,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

ha

- 25 -



28

800ha

- 26 -



0

5,000

10,000

15,000

20,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

ha

- 27 -



23

- 28 -



0

5,000

10,000

15,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

ha

- 29 -



2015

- 30 -



0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

ha

- 31 -



- 32 -



0

5,000

10,000

15,000

20,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

ha

- 33 -



理 事 会 資 料 

平成 28年 5月 20日  

森林保険センター 

平成 28年熊本地震の被害に伴う森林保険業務の対応について 

１ 経緯 

 平成 28年熊本地震による被害により、平成 28年 4月 14日から熊本県内

全 54市町村について災害救助法（昭和 22年法律第 118号）の適用が決定さ

れたことに伴い、4月 27日付けで森林保険業務の対応について、森林保険業

務委託契約相手方（全ての都道府県森林組合連合会等）に通知。 

２ 通知内容 

〇 保険契約者が保険期間満了の30日前までに継続による契約の申込みが

できなかった場合であっても、平成 28 年 10 月 31 日までに申出があっ

た場合、同日まで継続による契約の締結を猶予。 

〇 猶予期間内に保険料を添えて継続による契約の申込みが行われた場合、

前回契約と同一の契約条件により、前回契約の満了日をもって継続によ

る契約が成立したものとする。 

３ 本措置の対象 

 熊本県内の森林を保険目的とする保険契約、及び熊本県内を住所とする保

険契約者又は被保険者。 

４ 参考 

 平成 23年の東日本大震災の際も林野庁研究・保全課森林保険企画班から

各都道府県森林国営保険担当課長宛に事務連絡を発出し、東日本大震災に係

る災害救済法の適用を受けた地域において同対応を実施。 

※ なお、地震によって生じた損害は塡補の対象とはならない（森林保険法

第 12条）。 
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